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　　はじめに
　近年，日本の学界では財政の国際比較研究が盛んに進められてきている
が，特に，東アジアの中国の財政や税制，政府間財政関係に関心が集まり，
これに関する調査報告や関連する論文がいくつか出るに至っている。最近の
研究で注目されるものの一つに，国際連合地域開発センターのプロジェクト
研究の成果とこれに関連する東京大学の神野直彦教授ほかの論文がある（1）。
この内神野教授は中国の市場経済化のもとでの租税制度について解明されて
いるが，本稿では，これまでの業績を踏まえつつ，最近，つまり1994年1月
1日から中国で実施された新税制について紹介し，その実施にともなう問題
とこれへの中国政府の対応などについて考察を加えたい。なお，：本稿は，岡
山大学の坂本忠次と最近岡山大学外国人客員研究員として来日中の張山地中
国社会科学院助教授との共同研究によるものである。中国の最近の税制改革
に関する資料については，主として張助教授によって提供されたことを記し
てはしがきとする。
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1．中国の税制改革と新税制実施の背景
　1994年1月1日から，中国は新税制を実施した。新税制実施の目的は，主
として税制構造の変化によって現在の社会利益（公共経済）の仕組みを調整
することである。つまり，いわゆる，F社会主義的な：市場経済化」に対応しつ
つ税制の変更を通して，従来の政府と企業の「親子」といわれる従属関係を
改め，税収の国民経済に対するマクロ的な調節作用を活用しようとするもの
である②。
　周知の通り，中国は1978年に「改革開放」の方針を確立して経済改革に乗
り出し，翌年から全面的に税制改革を実施した。その核心は利改税の改革
で，国営企業が国家に利潤を上納する方法を企業所得税などを中心に租税の
方法に改めたことであった。国営企業所得税は1985年頃から急増していくの
である。
　いま，中国の1994年以前の租税体系を整理して見ると，表1のようにな
る。これは，神野教授の整理を参考とし若干の修正を加えたものであるがく3），
基幹税としての流転税と所得税及びその他の補助税とがある。
　この三つの租税の内，まず流転税には，狭義の流転税ω（流通税）としての
製品税⑤（取引高税），増値鞘⑥（付加価値税），営業税のがある。ほかに都市維
持建設税や関税を流転税に含めて用いる場合もある。
　所得税の中心は企業所得税で，国営企業所得税，国営企業調節税，集団企
業所得税，私営企業所得税，個人企業所得税，中外合資企業所得税，外国企
業所得税などがある。
　ほかに個人所得税として個人所得税，個人収入調節税などがあるが，税収
の割合はなお小さい。
　補助税としては，資源税（資源税，塩税），農業税，財産税（不動産税），
行為目的税（賞与税，七二調節税）などがある。
　ところで，まず今回の税制改革の一般的背景と見られるものについて見て
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図1　中国の租税体系
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注）1．神野直彦「市場経済化と租税制度」『甲南経済学論集』第34巻第4
　　　号，1994年3，月，より引用（一部修正している）。
　　2．徴細な租税は省略している。
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おこう。
　第1は，国家財政の支出（歳出）に対する収入（歳入）の経常的な不足で
あり，収支差額（歳入歳出差引額）が恒常的な赤字を示しており，その額も
拡大している。GNPの伸びに対する財政収入及び支出の伸びの割合も小さ
い。
　第2に，このことは，税収の増加がG：NPの増加に追いつかずこれに遅れ
ていることを示している。表1は，1978年以降の中国の国民総生産，国家財
政収入及び支出，財政収支差額，税収などの名目的な伸びについて見たもの
である。見られる通り，GNPの名目的な伸びに対して，国家財政収支額の
表1　中国の国民総生産と国家財政収支，税収の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　（1978～！994，単位三元，指数は1978年＝100）
国民総生産 指　　　数
国家財政収入
指　　数 国家財政x出 指　　数 収支差額 税　　奴 措　　数
1978
　　　　億元3，588．1
100
　　　億元1，121．1
100
　　足元
P，111．0 100
億元
P0．1
億元519．3
1GO
1979 3pg98．1 UL、4 1》lq3、3 98．4 LZて3、9 114、τ 一1τ0，6 53τ，8 103．6
1980 4，470．0 124．6 1，085．2 96．8 1，212．7 ユ09．2 一127．5 571．7 1ユ0．1
1981 4，773．0 133．0 1，089．5 97．2 1，115．0 100．4 一25．5 629．9 121．3
1982 5，193．0 144．7 1，124．0 100．3 1，153．3 103．8 一29，3 700．0 134．8
1983 5，809．0 161．9 1，249．D 111．4 1，292．5 116．3 一43．5 775．6 149．4
1984 6，962．0 194．0 1，50L9134．0 1，546．4 139．2 一44．5 947．4 182．4
Σ985 8，557．6 238．5 L866、4166．5 L844．8166．o 21．6 2，040．8393．0
1986 9，696．3 270．2 2．2603201．6 2，33G．8 209．8 一70，52，090．7 402．6
198711β01．O 315．0 2，368．9 21L32，448．5 220．4 一79．62，140．4412．2
198814，068．2 392．1 2，628．0 234．4 2，706．6 243．6 一78．62，390．5 460．3
198915，993．3 445．7 2，947．9 262．9 3，040．2 273．6 一92，32，727．4525．2
199017，695．3 493．2 3，312．6 295．5 3，452．2 310．7 一139．62，821．9 543．4
199121，664．8 603．8 3，610．9 322．1 3，813．6 343．3 一202．了 2，990．2 575．8
199226，655．5 742．9 4，153．1 370．4 4，389．7 395．1 一236．63，121．6 601．1
199334，133．5 951．3 5，114．8 456．2 5，319．8 478．8 一205．04，255．3 819．4
1994（43，798．8） （1，220，7）5，181．8 462．2 5，819．8 523．8 一638。04，797．6 923．9
注）1．r中国統計年鑑』1994，『中国統計摘要』1995，による。
　2、国民総生産の1994年度の値は，国内総生産（GDP）である。
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図2　中国のGNPと国家財政収支，税収の推移（1978～1994）
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伸びが追いつかず，また税収の伸びも相対的にかなり低くなっている。これ
を図示すると図1のようになる。
　このような現象の背後にはいくつかの理由があげられるが，まず，（1）名目
挽率と実効税率との乖離を指摘できる。所得税の最高名目税率は55％である
が，税の実際の負担率は30％ぐらいにとどまっている。流転税の名目税率は
平均11％であるが，実際の負担率は8％ぐらいである。農業税の名目税率は
8．9％であるが，税金の実際の負担率は3％に足りない。関税は平均37％で
あるが，実際の負担率は20％ぐらいである。そして，多くの地区と部門は
「投入産出大包乾」（投入産出における規模の大きい請負）とか「税利統算：総
請負」（税金と利潤を統合して計算した総合的な請負）等の形式で流転税を
も請負の基準のなかに取り入れたので，企業が国家の「大詔飯」を食うこと
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を助長させたばかりでなく，国家の財源収得の機能をも弱化させたのであ
る。
　（2）各省市における税の減免や企業の租税滞納が見られたことである。いく
つかの地方が権限の範囲を超えて減税とか免税をかなりの程度実施した。国
家愚計署が10の省市の工商税収の減免状況の調査を行ったところによると，
1990年の流転税の減免総額は97億元で，それは同年流転税の国庫収入額の
20．7％を占めた。1991年の19省の財政越権違規（国の規定を違反したもの）
による税収の減免額はその壁面（紀律を違反した）金額の22．7％を占めた。
そして，税収の徴収と管理も厳格でないので，税金の流失（滞納等による未
収）もひどかった。ある省の調査によると，滞納の程度は，国有企業が，
70％で，集団企業が72％，個人経営者と私営企業の方は85．5％に達した（8｝。
　（3）つぎに，政府間財政関係における旧邸収支，地方財政の請負制の矛盾が
露呈したことである。中国は1980年から「画分収支，分級包乾〔9）」と呼ばれる
財政体制を実施した。1988年から，さらに6種類の「財政包乾」形式（収入
逓増包茎，上納額逓増包里，定額上納，総額分成（lo），総額分成プラス増長分
成，定額補助）を実行した。こういう「財政包乾」（財政請負）体制は，一定
の時期に，地方が積極的な増収と節黒（11）を行うことによって，地方経済の発
展を促進することに，重要な役割を果たした。しかし，市場経済体制の確立
にしたがって，その弊害もますます明らかになった。この旧財政体制は，企
業の中央・地方への従属関係によって中央と地方の収入を区分し，一定の時
期内で中央と地方の配分関係を固定させて，無秩序な投資と地域経済の閉鎖
的な発展を助長し，全国的な統一市場の形成に不利を招くばかりでなく，社
会資源の有効な配分と産業構造の合理的な調整にも不利となった。特にこう
いう「財政包乾」体制は中央財政収入の合理的な増収を制限して，財政収入
の増加額に占める中央・地方の配分の中で，中央の占める割合がますます小
さくなって行った。近年，地方財政収入が年平均200～300億元増加したの
に，その中から中央財政へ上納した増加額は年平均20億元ぐらいしかなかっ
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表2 国家財政の予算収入と予算外収入
（単位：胴元）
国家財政 国家財政
年　度
予算収入 中　　央 地　　方 予算外禔@　入 中　　央 地　　方
1979 1，067．96152．72915．24452．85
1980 1，042．22166．74875．48557．40
1981 1，016．38151．67 864．71 601．07
1982 1，083．94218．45 865．49802．74270．70532．04
1983 L211．16334．22 876．94 967．68 359．90607．78
1984 L467．05489．66 977．391，188．48470．54717．94
1985 1，837．16678．631，158．53L530．03636．！0 893．93
1986 2，184．52840．931，343．59 1，737．31716．63
??．??，
1987 2，262．42799．361，463．062，028．80828．031，200．77
1988 2，489．41906．931，582．482，360．77907．151，453．62
1989 2，803．81961．431，842．382，658．831，072．281，586．55
1990 3，134．34 1，189．661，944．682，708．64 1，073．28 1，635．36
1991 3，409．！01，195．902，213．20 3，243．311，381．11，862．20
1992 3，944．14 1，440．28 2，503．86 3，854．92 1，707．732，147．19
1993 4，730．30
??．??，
3，391．50 1，432．54245．901，186．64
注）r中国統計摘要』1995による。
表3 国家財政の予算支出と予算外支出
（単位：億元）
国家財政 国家財政
年　度
予算支出 中　　央 地　　方 予算外x　　出 中　　央 地　　方
1979 1，203．04576．26626．78
1980 1，139．70577．68562．02
1981 1，041．89529．13 512．76
1982 1，113．28535．11578．17734．53227．05 507．48
1983 L254．62604．70649．92875．81 300．38 575．43
1984 1，511．59703．89 807．701，114．74420．24694．50
1985 1，＄15．54 807．301，008．241，375．03562．05812．98
1986 2，255．07886．521，368．551，578．37640．94 937．43
1987 2，342．01925．461，416．551，840．75741．61，099．14
1988 2，567．96921．791，646．172，145．27842．861，302．41
1989 2，896．14961．131，935．012，503．10975．871，527．23
1990 3，273．991，194．542，079．45 2，707．06 1，037．69 1，669．37
1991 3，633．421，337．612，295．813，092．261，263．27 1，828．99
1992 4，180．80 1，609．002，57L803，649．901，592．812，057．09
1993 4，929．521，599．323，330．20 1，314．30198．871，115．43
注）出典は表2に同じ。
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表4　国家財政予算収入と霊智外収入の増加額の推移
（1980－1993，単位億元）
国家財政予算収入増加額 国家財政予算外収入増加額
年　　度
総　計 中　央 地　方 総　計 中　央 地　方
1980 一25．74 14．02 一39．76 104．55 N　A N　A1981 一25．84 一15．07 一10．7743．67 N　A N　　A1982 67．56 66．78 0．78 201．67 N　A N　A1983 127．22 115．7711．55 164．94 89．20 75．74
1984 255．89 155．44 100．45220．80 110．64110．16
！985 370．70 188．77 181．14 341．55165．56 175．99
1986 347．36 162．30 185．06207．28 80．50 126．75
1987 77．90 一41。50 119．47291．49 111．40 180．09
1988 226．99 107．57 119．42331．97 79．12 252．85
1989 314．40 54．50 259．90 298．06165．13 132．93
1990 330．53 228．23 102．30 49．81 1．00 48．81
1991 274．76 6．24 268．52 534．67 307．83226．84
1992 535．04 244．38290．66 611．61 326．62284．99
1993 426．16一101．48 887．64一2422．38 一1461．83一960．55
　出所：r中国統計摘要』1995により作成。
たことがよく指摘されている（12）。これによって，中央財政収入の伸びが地方
財政収入の伸びより遅れたのである（表2，表3，表4）。したがって，中央
財政の収支差額がますますひどくなった。国家財政の赤字が年一年と増加し
て，前表1に見る通り，1978年の10，1億元の黒字が1981年の25．5億元，1990
年の139．6億元，1992年の237．5億元の赤字拡大となった。
　（4）また，税制は不統一で，租税負担は不公平であった。企業の所得税につ
いて見れば，税の負担は，国有企業が集団企業より重く，集団企業が私営企
業より重く，中国企業が外国企業より重い。これらの中では，税率が異なる
ぽかりでなく，税引前の課税標準や課税ベースなども統一していない。この
ような不統一な税制の仕組みは企業の公正な競争にとっても不利である。特
に，国有企業にとっては，その税の負担が従来上納していた利潤によって換
算されたものなので，旧体制のままといった特徴がある。請負責任制を実施
してからは，所得税を請負の範囲に組み込んだので，さらに所得税は国有企
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業においてかなりの程度において実際の意義を失った。企業の流転税につい
てみると，目下企業と外資企業に両論の（異なる）税制を実施したほかに，
製品税等の税種は，これまで計画価格体系における中位よりやや下の販売価
格による利潤率に適用されていたので，変化していく価格体系に適応できな
くなった。1990年までに，中国では70％に近い消費品目と58％ぐらいの工業
原料に対して価格の規制を廃止した。したがって，流転税のマクロ経済的な
調整作用は失われた。そして，非国有経済部門と外資企業に税収の特典を与
え過ぎ，税源は主として「全民所有制」（国有）経済に置くところとなった。
統計によると，1990年には，「全民所有制」工業が工業総生産に占める割合は
54．6％で，非「全民所有制」工業の占める割合は45．4％である。また，「全民
所有制」商業が商品小売総額に占める割合は39．6％で，非「全民所有制」商
業の占める割合は68．7％である。しかし，1990年の工商税収総額の中では，
「全民所有制」企業の占める割合は68．7％に達して，非「全民所有制」企業
の占める割合は31．3％となった。この状況は，国家の財政収入を減少させる
だけでなく，「全民所有制」企業の活力にも影響を与えるところとなった。
　（5）税制構造が合理的でない問題点もある。例えば，いくつかの税種の設置
が交叉または重複し，いくつかの税種は現在の経済発展にすでに適応できな
くなっており，いくつかの新設しなくてはならない税種もまだ設置されてい
ない。
　以上のような，1993年までの中国税制をめく・る問題状況を背景にして，
「社会主義市場経済」への道を進める中国では，市場経済化への対応に基づ
いて新税制を実施したのである（13）。
2．1994年施行の新税制の仕組み
　1994年1月1日，「社会主義市場経済」確立のための税制改革の「元年」
一いわば「税金元年（14）」一となったといわれている。これは，中国が，
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全面的な税財政改革に乗り出し，いわば「租税国家」への道を本格的に歩み
始める第1歩となったからである。
　新税制に関する法令は13件である。1．「中華人民共和国税収徴収管理法
実施細則」（8章，86条）。2．「全国人民代表大会常務委員会の『中華人民共
和国個人所得税法』の修正に関する決定」（17条）。3．「中華人民共和国個人
所得税法」（14条）。4．「中華人民共和国土地増無税暫定条例」（15条）。5．
「中華人民共和国企業所得税暫定条例」（20条）。6．「中華人民共和国営業税
暫定条例」（17条）。7．「中華人民共和国営業税暫定条例実施細則」（36条）。
8．［中華人民共和国等値税暫定条例」（29条）。9．「中華人民共和国増値税
暫定条例実施細則」（39条）。10．「中華人民共和国消費税暫定条例」（19条）。
11．「中華人民共和国消費税暫定条例実施細則」（27条）。12．「中華人民共和
国資源税暫定条例」（16条）。13．「全国人民代表大会常務委員会の外商投資企
業と外国企業に対して増値税，消費税，営業税等の税収暫定条例の適用につ
いての決定」。であり，上記法令に基づく新税制は，1994年1月1目から実施
された㈹。
　この税制改革の主な柱は，（1）流転税改革を柱とした流通税・消費税体系の
整備，（2）所得税改革における企業所得税及び個人所得税の改革整備，（3）資源
税の再編成，（4）「分税制」の確立による中央・地方間の収入区分の明確化と
地方税の整備・簡素化，などであろう。
　この税制改革の主要な考え方は，次の通りである。即ち，（1）税制を健全化
して財源の欠陥を是正し財政力を増大させる。近年，税種目の増加（旧税制
下の税種目は37種類に達していた）によって徴税の範囲を拡大したが，財政
状況を改善できなかった。したがって，税源を有効に制御して欠陥を是正
し，収入を増加して国家の財政力を拡大すべきであるとした。（2）基幹税を
もって税制の重点化を図る。税の収集力，調節制御，統制の機能から考えれ
ば，一番重要な税種目は流転税と企業所得税であり，この両税の収入は，税
収全体の80～90％を占める。したがって，税制改革は「重点税目の改革」を主
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眼とした。また，（3）税制改革はいわゆる「放論譲利」（中央から地方へ権利を
移管し，利益を移譲すること）により，中央と地方の税の配分メカニズムを
整理し，国家と地方間のゆるやかな配分関係を形成することへ転換すべきで
ある。④税収立法の完全な整備を通じて法制的にも権威を持つ税制度を打ち
建てることであった。
　つまり，今回の税制改革の基本的な原則は，従来の複合的な税制構造をも
とに，税制を統一し，税財政権を集中し，税負担を公平化し，税制を簡素化
し，税率を調整して，税収の作用を十分生かし，企業の公正な競争を促進
し，経済効率を高めることにあったといえる。
　新税制の中で，企業所得税について見れば，内資（国内投資）企業は33％
の税率を統一的に実施し，竜前の控除項目と課税標準を統一的に規定し，同
時に，企業の新旧の貸金は一律に税後償還することとしていた。流転税につ
いて見れば，増値税と製品税と営業税が並立し，二重に調節できる回転税制
のしくみを設立する。個人所得税について見れば，田面の個人所得税，個人
所得収入調節税と城郷個体工商戸所得税を合体し，統一的な個人所得税法を
実施する。そのほか，新設と調整の税種目も見られる。つまり，中国の税制
を図示すると図3のように変わったのである。
　図でば中国の税制の変化を大体示しているが，新旧税制のもっと複雑な関
係は表わしていない。例えば，消費税は，旧特別消費税，煙草酒特別項目収
入，製品税，増益税，工商統一税の一部によって，成り立っているのであ
る。新歯噛税は，旧増値税，卸売小売営業税，製品税と工商統一税の一部に
よって，成り立っているのである。
　なお，中国の新税制は完全には形成されなかった。証券取引税，遺産税，
贈与税，社会保険税などの新設，都市建設税などが修正され次々と登場して
いる。このようにして，中国の税制改革が完成した時には，税種目は旧税の
37から25ぐらいになる筈である。
　つぎに，今回の税制改革の主な柱について見てゆこう。
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旧　　税　　制
図3　1994年中国税制の変化
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3．主要改革としての流転税改革
　今回の税制改革の中心部分は流転税改革である。流転税の改革モデルは，
底値税（付加価値税）を主体として，消費税と営業税とを組み合わせて一揃
いにするというものである。つま1）　t増歯税で生産段階と流通領域及び加
工，修理修配（16）の業務に対して課税し，これまでのいくつかの消費品目への
消費課税（例えばたばこや酒類等）を統合して新たな消費税を設けると共に
非商品経営（サービスなどの）領域で営業税を実施するものである。
　血忌税改革の主な内容を見ると，次の通りである。
　1．増量税の実施範囲を拡大した。旧増府税の実施範囲が工業生産段階の
製品部分だけであったが，新増己惚の実施範囲には生産，輸入，卸売，小売
及び加工，修理修配を含めた。
　2．呼値税の納税老の範囲も拡大した。旧増値税の納税者の範囲が内資企
業単位と個人だけであったが，新増値税の納税者の範囲は外資企業（外商独
資企業，中外合資企業と中外合作企業）と個人（外国人公民権者）をも含め
た。
　3．新増血税では，旧増歯税の「価内税」（税を含めた価格で税率を決める
こと）のメカニズムを「価外税」（税を含めない価格で税率を決めること）の
メカニズムに改めた。これによって，物品販売，加工，修理修配のサービス
提供，入国する通関輸入貨物などに課せられる当面税は，納税者が買い手側
に移される。したがって増値税の間接税としての性格が明瞭となるのであ
る。
　4．新菊値税制では，旧増値税制の多段階税率（8％～45％までの12級）
を基本税率（17％）を主とし低税率（13％）で補足するような二段階税率に
改めた。低税率はいくつかの人民生活の基本的な必需品（食糧，水道等）に
限定される（17）。基本税率の17％は「価内税」の14．52％に相当するので，基本
的には増値税の税負担を全体として高めない。したがって，これまでの財政
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収入規模を維持できて，新増値税制を順調に維持することができるのであ
る。
　5，1993年7月1日，仕入高控除型の増値税が導入されたが，その時イン
ボイスに記載された仕入税額を売上高にかかる税額から控除する方式を採用
しなかったので，税額の計算方法が複雑で正確に計算できなかった。これに
比し，新税控除方式の方が簡単で，正確であり，徴税の効率を高めることに
も有利であった。
　6．増語頭のゼロ税率制度や減免税制度についてより明確に厳密な規定を
したことである。
　つぎに，新流転税制度の中に消費税を導入した。新消費税は旧来の製品
税，特別消費税，工商統一税等の税目を基礎として新設された。
　1．消費税の徴税範囲は生産，委託加工と輸入条例に規定された消費品目
に限る。これを5種類に分けた。（1）過度に消費すれば，人間の健康や社会の
秩序や生態環境に危害をもたらすいくつかの特別の消費品目。例えば，たば
こや酒など。（2）贅沢品と非生活必需品。例えば，高価な装身具や真珠宝石類
や化粧品など。（3）エネルギーの消耗率が高い消費品目と高級品。例えば，自
動車やオートバイなど。（4）再生不可と代替不可の石油消費品目。ガソリン，
ディーゼル油など。（5）一定の財政的意義がある消費品目。例えば，自動車の
タイヤ等。
　2．消費税の納税老は中国の国境内における上述の徴税範囲の消費品目の
生産と輸入を行う単位と個人，及び徴税消費品目の委託加工を行う単位と個
人である。
　3．消費税には11税目がある。その中の8税目が各製品に直接設定され，
3税目がその下に細目を置いた（細目はたばこが4，酒とアルコールが6，
乗用車が3である）
　4．消費税の税率は比例税率と固定税率に分けられる。（以上の点は表5
を参照）。
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表5　消費税の税目と税率（税額）
税　　　　　　目 徴　　収　　範　　囲 単位 税率（税額）
1．たばこ
1．甲類巻きたぼこ 各種の輸入巻たばこ 45％
2．乙類巻きたばこ を含める 40％
3．シガー 40％
4．きざみたばこ 30％
2．酒とアルコール
1．食糧白酒 25％
2．芋類白酒 15％
3．黄酒
?
240元
4．ビール 噸 220元
5．その他の酒類 10％
6．アルコール 5％
3。化粧品 化粧品セットを含め 30％?
4．護肌月月品 17％
5．高価な装身具や真珠宝石玉石類 各種の金，銀，真珠 10％
宝石の装身具と真珠
宝石玉石類
6．爆竹，花火 15％
7．ガソリン 2 0．2元
8．ディーゼル油
?
0．1元
9．自動車タイヤ 10％
10．オートバイ 10％
1！．乗用自動車（排気量　m2）
1．乗用車
2200以上（2200を含む） 8％
1000－2200（1000を含む） 5％
1000以下 3％
2．ジープ車（四輪駆動）
2400以上（2400を含む） 5％
2400以下 3％
3．小型バス 22座席以下
2000以上（2000を含む） 5％
2000以下 3％
注）（出典）『中華人民共和国消費税暫定条例』。mEはccと同じ。
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　5．課税ベースを区分する煩環を避けるため，消費税と増値税の課税ベー
スを同一にするが，増訂税を徴収する時，その売上額の中に消費税を含めて
いる。
　6．消費税は輸出の消費品目にしか免税しない。その目的は輸出を奨励
し，中国製品の国際競争力を高めることである。
　また，新営業税は従来の営業税と工商統一税を基礎として形成された。
　1．新営業税の徴税範囲は，従来の営業税の徴税範囲から増値税となった
ものを除いて残されたもの（商品の卸売と小売，従来の「公益事業」税目の
中の水，電気，熱等を売る業務，従来の「質入業」税目の中の質流れの物品
販売，及び「サービス業」税目の中の加工と修理修配）なので，基本的には
サービスと不動産を売るという二種類の経営行為に限られる。
　表6　新営業税の税目と税率
税　　目 課　　　税　　　範　　　囲 税　率
1．交通輸送業 陸上輸送・水上輸送・航空輸送・パイプ輸送・積み卸 3％
運搬
2．建築業 建築・組立・修繕・装飾とその他の工事作業 3％
3．金融保険業 5％
4．郵便通信業 3％
5．文化体育業 3％
6．娯楽業 歌謡ホール・ダンスホール・カラオケホール・音楽喫 5－20％
茶店・ビリヤード・ゴルフ・ボーリング・遊戯娯楽
7。サービス業 代理業・旅館業・飲食業・観光業・貯蔵業・賃貸し 5％
業・広告業とその他サービス業
8．無形資産譲渡 土地使用権・特許権・非特許技術・商標権・著作権・ 5％
商轡（企業の信用と名誉）の譲渡
9．不動産売り 建物とその他の土地付着物 5％
注）　（出典）r中華人民共和国営業税暫定条例』。
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　2．従来の営業税ば14税目あったが，新営業税は9税目である（交通運輸
業，建築業，金融保険業，郵便通信業，文化体育業，娯楽業，サービス業，
無形資産の譲渡，不動産の販売）。従来の営業税には28税率（1993年から26税
率になった）があって5級に分けられていたが，改革後の営業税は9税率に
なって，3級に分けられている㈹。
　3．従来の営業税の減免税項目の大部分が取り消された。新営業税の減免
税の権限は国務院に集中され，他の部門や地区でもその権限を持つことがで
きなくなった。また，統一的な減免税措置は保留されたので，各企業への減
免措置も施行できなくなった。
4．所得税の改革
　中国の所得税改革には企業所得税の改革と個人所得税の改革が含まれてい
る。
　企業所得税の改革は2つの段階に分けて進められる。第1の段階は内資企
業所得税を統一し，第2の段階では，内・外資企業統一の所得税制を形成す
る。
　内資企業の所得税改革では従来の4つの税種（国営企業所得税，国営企業
調節税，集団企業所得税，私営企業所得税）を合体して，一つの企業所得税
を形成した。従来の企業所得税率の仕組みは，国営大中型企業に55％の比例
税率（いわゆる「一戸一身」の調節税がある）を適用し，国営小型企業・集
団企業に10～55％の8級の累進税率を適用し，私営企業に35％の比例税率を
適用して，「梯子等級型税負担」の状況を形成していた。改革後は，各種企業
は統一的に33％の税率で企業所得税を徴収することとなった。
　新しい企業所得税では，課税前の控除項目を調整して各種コスト・費用や
損失のほかに4つの課税前の控除項目を明確化した（ig）。改革後の企業税制
は，企業の減免税の特典について具体的な規定を設けていないので，原則的
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には政策措置を通じて行うしかない。これには，（1）指導・奨励の必要がある
民族企業・地方の自主的企業については，省レベルの人民政府の批准を経て
定期的に減免あるいは免税を実行できる。（2）法律・行政法規，国務院の関連
規定な：どによって減免あるいは免税を認めている企業については，規定通り
にこれを行う，ことなどである。
　個人所得税の改革によって，従来の個人所得税を充実して，旧城下個体工
商戸所得税，個人収入調節税などを取り止めた。新しい個人所得税の適用範
囲には中国領域内壁住民と非居住民を含めている。居住民とは中国領域内に
住所があるか，或いは住所がないが中国領域内に満一年以上居住している個
人を指す。居住民は中国領域内と中国領域外に得られた所得によって納税す
る。非居住民とは，中国領域内に住所がない個人・或いは住所はあるが中国
領域内に一年未満の問居住している個人を指す。非居住民は中国領域内でし
か得られない所得によって納税する。
　給料・賃金などの所得に対して，毎月収入額マイナス800元の残高を課税
所得額として，5％から45％までの9級累進税率を実施する。在華の外国人
技術者・専門家にたいしては，その平均収入レベルや生活レベルに応じて，
また為替レートの変化によって，控除費用を確定できる規定がある。個人工
商業者の生産・経営所得に対しては，毎課税年度の収入総額からコスト・費
用及び損失を差し引いた残高を課税所得額として，企業事業単位の請負経
営・賃貸し経営の所得にとって，毎納税年度の収入総額から必要な費用を差
し引いた残高を納税の所得額として，この両方も5～35％5級累進税率を実
施する。サービス報酬などの所得，特許権使用料から得られる所得，財産賃
借り所得に対しては，毎回の収入が，4000元を超えない場合，800元の費用を
控除し，4000元以上なら，20％の費用を控除して，その残高を課税所得額と
して，20％の比例税率を実施する。そのほか，原稿料等についても，いくつ
かの具体的な規定がある。
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　　5．資源税その他の整備
　資源税の再編成は従来の資源税と塩税を基礎として行った。これまでの資
源税は4種類の鉱産物（原油・石炭・天然ガス・鉄鉱石）にしか課税されな
かったが，新資源税の課税範囲は鉱産物と塩に確定され，鉱産物の課税範囲
もすべての鉱産物に拡大された（表7参照）。
　　　　　　　　　表7　資源税の税目・税額幅
? ?
一、原油
二、天然ガス
三、石炭
四、他の非金属原鉱
五、鉄金属原鉱
六、非鉄金属原鉱
七、塩
　固体塩
　液体塩
税　額　の　幅
8－30元／トン
2－15元／千㎡
0．3－5元／トン
0．5－20元／トン（㎡）
0．4－30元／トソ
0．4－30元／トソ
10－60ラ己／トン〆
2－10元／トン
　　　　　　　　　注）出所：『中華人民共和国資源税暫定条
　　　　　　　　　　　例』による。
　土地増値税は土地管理のために，特に国有地の譲渡価格が低すぎるので土
地譲渡いわゆる土地転がしを通じて暴利を貧れることに対して新設したもの
である。
　この税は，中華人民共和国所有の土地使用権及び地上の建物とその付着物
を有償で譲渡して収入をあげた単位と個人が納税者である。土地増血税の額
を計算するに際しての控除項目には，土地使用権を取得するために支払う金
額，土地を開発するコストと費用，新しい建物をつくるコストと費用，或い
は古い建物を評価した価格，家屋及び土地資産の譲渡に関する税金，財政部
で規定したその他の控除項目が含まれる。土地増値税では4級の累進税率を
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実施している。増値額が上述の控除項目金額の50％を超えない部分は30％の
税率を，増盲虻が控除項目金額の50％から100％までの部分は40％の税率を，
増叫泣が控除項目金額の100％を超え200％までの部分には50％の税率を，毎
期額が控除項目金額の200％以上部分には60％の税率を適用する。
6．「分税制」と新税制改革の問題点
　（1）政府間関係における「分税制」
　この税制改革と並行して，政府間関係における「分税制」を特徴とした財
政体制の改革が実施された。中央財政と地方財政の関係を整理するため，中
央と地方の権限を明確にし，中央と地方の収入を区分し中央税と地方税に分
ける。そうして，中央と地方にそれぞれ税務機関を設置して，それぞれが徴
税する方法である。これを通じて請負制（画分収支）以来の政府間関係は大
きく改善される筈である。表8は，中央財政と地：方財政の収入の新しい区分
（画分）を示すものである。
　これまでの経過を見ると，1993年から中央が地方の既得の利益に配慮し，
地方の積極性を活用して，その税収額に応じて中央財政から地方財政に還付
する制度が始められた。即ち，1993年から，中央が，地方から振り替える
（いわゆる「油画」）収入は，地方に全部返却する。1994年以降，中央の地方
に対する税収の返却額は，1993年を基準として毎年増加し，増加の割合は全
国の増値税と消費税の増加率の1：0．3の割合で確定することとした。した
がって，いくつかの地方では，中央からの返却基準額を高めるため1993年末
までに税金の徴収を強行した。統計に見るとおり，1993年9月，地方のある
地区の税収は毎年同期より55％増加し，ある地区の税収は100％まで増加し
た。広東のいくつかの地区では，慣例によって，1994年1月に徴収する税金
を1993年12月に徴収して1年の間に13ヵ月の税金を徴収した（20）。したがっ
て，1993年の国家予算の財政収入が19．9％増加したにもかかわらず中央財政
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表8　中央と地方の財政収入の区分
　　　　中央財政固定収入
1．関税，税関代徴消費税と増値税
2．消費税
3．中央企業所得税
4．非銀行金融企業所得税
5．鉄道，銀行総行，保険総公司等部
　　門の集めて納める収入（営業税，
　所得税，城市維持建設税と利潤を
　含めて）
6．中央企業の上納する利潤
7．その他
　　　中央・地方の共有収入
1．増値税（中央が75％で，地方が
　25％で）
2．資源税（その中に，海洋石油資源
　税だけを中央収入として，ほかの
　を地方収入として）
3．証券取引税（中央と地方がそれぞ
　れ50％）
　　　　地方財政固定収入
1．営業税（鉄道，銀行総行，保険総公
　司の営業税を含まない）
2．地方企業所得税（非銀行企業所得税
　を含まない）
3．地方企業の上納する利潤
4．個人所得税
5　城市土地使用税（土地利用税）
6．固定資産投資方向調節税
7．都市維持建設税（銀行総行，鉄道，
　保険総公司が集めて納める部分）
8．家屋税
9．車船使用税
10．印紙税
11．屠殺税
12．農牧業税
13．耕地占用税
14．契約税
15．遺産税（相続税）と贈与税
16．土地増堅剛（土地付加価値税）
17．国有土地有償使用収入
18．その他
の収入は3．6％下がり，地方の収入が35．5％の増加となった。このようにし
て，「分税制」の導入によって財政収入に占める中央の比重の弱化がもたら
されたのである。
　そのほか，「分税制」を実施したら，地方の収入を増加し得る産業や企業に
投資しやすい傾向ができ，地方税の項目を重視して，中央税の割合が比較的
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大きい項目や産業に対する投資は減少し，中央の管理も弱化する。このよう
にすると，中央財政収入の割合に影響するだけでなく，地域間の産業構造の
類似化や投資の重複化などを引き起こす問題点もある。
　したがって，「分税制」は地方の保護主義を克服しない上に，全国的な統一
市場の形成を推進しないぽかりでなく，逆に，地方利益（不適当な利益も含
めて）を守ることになるだろう。
　（2）税負担構造の変動
　企業間の税負担も，新税制によって変わった。1．異種所有制企業：国有
企業の負担が下がり，集団企業の負担は上がり，私営企業の負担が下がり，
外資企業の負担は変わらない（東部沿海地区では特別区が15％，14の沿海開
放都市と高度技術開発区が24％の所得税率を依然として実施している）。と
ころが，すべての企業に33％の税率は適用しない（利潤率の低い企業には
27％と18％の二つの税率を設置する）ので，税の平均負担率は実に26．77％
である。他方，旧来の税制より，税の平均負担率は0．27％上昇した。2．異
業種企業：総体から見れば，税の負担率は，第1次産業の中の採掘業が上が
り，第2次産業の中の加工工業が一般的に下がり，第3次産業の中の小売業
が下がり，卸売業が上がっている。流転税を主体とする新税制は，企業の税
負担が上流産業に属する企業の税負担と直接に連動している。業種によって
も税負担がちがう。例えば，石炭営業の売上高の中でその増加額が48．8％に
達し，その増値鞘の負担が比較的に重いが，繊維業の売上高はその増加額が
21．1％しかなく，増値税の負担が比較的に軽い（21）。
　地域間の税の負担も新税制によって変わった。沿海地域には加工工業が集
中して，総体的に税負担は軽くなると同時に，集団経済の比重が比較的に大
きくなった（全国集団企業の総生産額の中に東：部沿海6省市の割合が59％を
占める）ので，総体的に税負担が重くなる傾向がある。中西部地域は鉱産資
源が集中して，総体的に税負担は重くなると同時に，国有経済の比重が比較
的に大きい（中西部24省市工業総生産額の中で国有企業の割合が74％を占め
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る）ので，総体的に税負担が軽くなる傾向が見られることは明らかであろ
う。つまり，東部沿海地域の総体的な税負担は中西部地域よりすこし高く
なっている。しかし，1993年に始まる税の返却制度の影響によって，東部
（6省市）地域と西部（24省市）地域の格差が拡大する傾向がある。特に，
1993年の財税制改革の実施による。1993年の各地域の財政収入の増加の速度
を見れば，数字の比較的大きい東部地域が速く，数字の比較的小さい西部地
域が遅いという現象が現われている。
　このほか，この税制改革は総体的に企業の税負担を増加させず，理論的に
は物価の総レベルの上昇を引き起こしていない。しかし，中国現行の経済体
制では，税制改革によって，税負担の減少は物価の値下がりを起こさない
が，税負担の増大は必ず物価の値上がりに転嫁する。これは，中国のマクロ
経済環境が，これまでずっと需要が供給を超えているからなのである。
　今後，如何に新税制を充実するかは，中国にとって，非常に重要な課題と
なっている。
注
（1）国際連合地域開発センター・石弘光編r現代中国における都市・地方行財政の調査研
　究』1994年。神野直彦論文，仁連孝昭論文，ほかが掲載されている。
（2）新華社通信（北京），1993年10月28日付によると，金国家税務局長は新華社通信記者の
　質問に答え「社会主義市場経済の発展の要請に適応するために，わが国の税収制度に重
　大な改革をしょうとするもの」としている。
（3）神野直彦「市場経済化と租税制度」r甲南経済学論集』第34巻第4号，1994年3月。
（4）神野教授は流転税を一般売上税とされている。流通税の一種で，広義に用いられるこ
　ともある。
（5）神野教授は産品税と訳されている。
（6）増同税は付加価値税の一つであろう。
（7）中国の営業税は1984年9月，それまでの工商税をもとにできた。商品の卸売り，小売
　り，交通運輸業，建築業，金融保険業，郵便通信業，サービス業，不動産業……など
　14種類があったが，今回の改革で9種類に整理された。
（8）項懐誠主編r中国財政体制改革』中国財政経済出版社，1994年，49ページ参照。項氏
　は，中国財政部副部長。
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（9）包乾は請負制である。
（10）分成は，一定の割合で分配することをさす。
（！1）節支は，支出を節約することである。
（12）項，前掲書，113ページ。
（13）今回の税制改革へのコメントとして，佐藤祐次「中国新税制の寸描一市場経済へ体系
　整備すすむ一」r福祉と税金』CTJフォーラム，1995年，第8号，がある。
（14）佐藤祐次氏によれば，中国の「税金元年」とされている。
（15）例えば，国務院法制局財貿外事法規司r新税法問答』1994年1月，参照。
（16）二二とは，修理と部品の取り替えや補充業務を指す。いわゆる「修理修配」とは，委
　託を受けて損傷し利用価値の失われた物を直し，それを元の利用価値のある物に回復
　する業務をさす。
（17）納税入が次の貨物を販売（あるいは輸入）する場合13％の低税率を適用する：即ち，
　　1．食糧・食用植物油
　　2．水道・暖房・冷房・湯水・ガス・石油液化ガス・天然ガス・メタンガス・居住
　　　民用石炭製品
　　3．図書・新聞・雑誌
　　4．飼料・化学肥料・農薬・農業機械・農膜＊
　　5．国務院が規定したその他の貨物
　などである。
　　　＊農膜は農業用塩化ビニールフィルム（シート）をさす。
（18）新しい営業税目・税率は，表6の通りである。
（19）納税者の収入総額には次の項目を含める。（1）生産・経営の収入。（2）財産譲渡の収入。
　（3）利子収入。（4＞賃貸し収入。（5＞特許権使用料からの収入。（6）配当金収入。（7＞その他の収
　入。課税の所得額を計算する時，控除できる項目には次のものがある。（1）納税者の生
　産・経営の期間における金融機関からの借金の利子支出を，実際の発生額に基づいて
　控除する。非金融機関からの借金の利子支出を，金融機関の同類・同期の貸金利子で計
　算する金額より高くない部分のみ，控除することを認める。②納税者が従業員に支払っ
　た給料は課税給料に基づいて控除する。課税給料の具体的な標準は，財政部の規定の範
　囲内で省・自治区・直轄市人民政府によって規定され，財政部へ報告して記録に載せ
　る。（3）納税老の従業員労働組合経費・従業員福祉費・従業員教育費はそれぞれ課税給
　料総額の2％・14％・1．5％で計算して控除する。（4）納税者が公益事業・救済事業への
　寄付の支出を行う時は，年度課税総額の3％以内の部分を控除することを認める。
（20）馬二二「分税制；中央・地方の両者への懸念」r中国青年報』1994．！，8。
（21）国家計画委員会経済研究所財政金融研究室「財政新体制の運営における利害組織の変
　動・影響及び建議」r経済改革と発展』1994年8月号。
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